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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行株式】
 

種類 発行数 内容

普通株式 65,200株
完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式であります。なお、単元株
式数は100株であります。

 

(注) １．募集の目的及び理由

　本募集は、創業90周年の記念事業の一環として、当社の従業員及び当社子会社の従業員(以下「本割当対

象者」といいます。)に対する中長期的なインセンティブの付与及び株主の皆様と一層の価値の共有を目的

として、平成31年３月15日開催の取締役会において導入することが決議された「譲渡制限付株式を活用した

インセンティブ制度」(以下「本制度」といいます。)に基づき行われるものです。なお、本有価証券届出書

の対象となる当社普通株式は、本制度に基づき、本割当対象者に対して支給された金銭債権を出資財産とし

て現物出資させることにより、自己株式処分を通して処分されるものです。また、当社は、割当予定先であ

る当社の従業員及び当社子会社の従業員との間で、大要、以下の内容をその内容に含む譲渡制限付株式割当

契約(以下「本割当契約」といいます。)を締結する予定であります。そのため、本有価証券届出書の対象と

なる当社普通株式は、法人税法第54条第１項及び所得税法施行令第84条第１項に定める特定譲渡制限付株式

に該当する予定であります。

 

＜本割当契約の概要＞

(1) 譲渡制限期間

平成31年９月２日～平成36年６月１日

(2) 譲渡制限の解除条件

本割当対象者が譲渡制限期間中、継続して日本国に居住し、当社又は当社の子会社の従業員の地位に

あることを条件として、本割当株式の全部について、譲渡制限期間の満了時点で譲渡制限を解除する。

(3) 譲渡制限期間中に、本割当対象者が定年その他正当な事由により退職した場合又は日本国内の居住者

ではなくなる場合の取扱い

①　譲渡制限の解除時期

本割当対象者が、当社又は当社の子会社の従業員の地位から定年(ただし、定年退職後再雇用され

た場合は当該再雇用期間満了時)、その他正当な事由(ただし、死亡による退職の場合を除く。)によ

り退職した場合には、本割当対象者の退職の時点をもって、譲渡制限を解除する。死亡による退職の

場合は、本割当対象者の死亡後、取締役会が別途決定した時点をもって、譲渡制限を解除する。本割

当対象者が日本国の居住者ではなくなる場合は、本割当対象者が日本国の居住者ではなくなる人事異

動を決定し、それを本割当対象者に通知した日から２営業日を経過した時点をもって、譲渡制限を解

除する。

②　譲渡制限の解除対象となる株式数

①で定める当該退職した時点もしくは日本国の居住者ではなくなる人事異動を決定し、それを本割

当対象者に通知した日から２営業日を経過した時点において保有する本割当株式数

(4) 当社による無償取得

当社は、譲渡制限期間満了時点又は上記(3)で定める譲渡制限解除時点において、譲渡制限が解除さ

れない本割当株式について、当社は当然に無償で取得する。

(5) 株式の管理

本割当株式は、譲渡制限期間中の譲渡、担保権の設定その他の処分をすることができないよう、譲渡

制限期間中は、本割当対象者が野村證券株式会社に開設した専用口座で管理される。当社は、本割当株

式に係る譲渡制限等の実効性を確保するために、各本割当対象者が保有する本割当株式の口座の管理に

関連して野村證券株式会社との間において契約を締結している。また、本割当対象者は、当該口座の管

理の内容につき同意するものとする。
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(6) 組織再編等における取扱い

譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式

移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会(ただし、当該組織再編等に関して当社の

株主総会による承認を要しない場合においては、当社の取締役会)で承認された場合には、取締役会の

決議により、当該時点において保有する本割当株式について、組織再編等効力発生日の前営業日の直前

時をもって、これに係る本譲渡制限を解除する。また、本譲渡制限が解除された直後の時点において、

譲渡制限が解除されていない本割当株式の全部を、当社は当然に無償で取得する。

 

２．本有価証券届出書の対象とした募集は、会社法(平成17年法律第86号)第199条第１項の規定に基づいて、当

社の保有する当社普通株式の自己株式処分により行われるものであり、(以下「本自己株式処分」といいま

す。)金融商品取引法第二条に規定する定義に関する内閣府令第９条第１号に定める売付けの申込み又は買

付けの申込みの勧誘となります。

 

３．振替機関の名称及び住所

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋茅場町２丁目１番１号

　

２ 【株式募集の方法及び条件】

(1) 【募集の方法】

 

区分 発行数 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

株主割当 ― ― ―

その他の者に対する割当 65,200株 155,502,000 ―

一般募集 ― ― ―

計(総発行株式) 65,200株 155,502,000 ―
 

(注) １．「第１(募集要項)１(新規発行株式)(注)１．募集の目的及び理由」に記載の、譲渡制限付株式割当契約に基

づく割当対象者に割当てる方法によります。

２．発行価額の総額は、本自己株式処分に係る会社法上の払込金額の総額であります。なお、本有価証券届出書

の対象とした募集は、自己株式処分により行われるものであるため、払込金額は資本組入れされません。

３．現物出資の目的とする財産は譲渡制限付株式取得の出資財産とすることを条件に支給された金銭債権であ

り、それぞれの内容は以下のとおりです。

(単位：円) 割当株式 払込金額 内容

当社従業員：536名 53,600株 127,836,000 第78期事業年度分

当社子会社従業員：116名 11,600株  27,666,000 第78期事業年度分
 

※いずれも非居住者を除く

４．発行価額の総額及び本割当対象者に支給される金銭債権の金額は、恣意性を排除した価格とするため、平成

31年３月14日(取締役会決議日の前営業日)の東京証券取引所市場第一部における当社の普通株式の終値であ

る2,385円を基準として算出しております。これは、取締役会決議日直前の市場株価であり、合理的で、か

つ特に有利な価額には該当しないものと考えております。
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(2) 【募集の条件】

 

発行価格(円)
資本組入額

(円)
申込株数単位 申込期間

申込証拠金
(円)

払込期日

2,385 ― 100株
平成31年４月１日
～平成31年９月１日

― 平成31年９月２日
 

(注) １．発行価格については、恣意性を排除した価格とするため、平成31年３月14日(取締役会決議日の前営業日)の

東京証券取引所市場第一部における当社の普通株式の終値である2,385円としております。これは、取締役

会決議日直前の市場株価であり、合理的で、かつ特に有利な価額には該当しないものと考えております。

２．「第１(募集要項)１(新規発行株式)(注)１．募集の目的及び理由」に記載の、譲渡制限付株式割当契約に基

づき、当社の従業員及び当社子会社の従業員に割当てる方法によるものとし、一般募集は行いません。

３．発行価格は、本自己株式処分に係る会社法上の払込金額であります。なお、本有価証券届出書の対象とした

募集は、自己株式処分により行われるものであるため、払込金額は資本組入れされません。

４．また、本自己株式処分は、譲渡制限付株式取得の出資財産とすることを条件に支給された金銭債権を出資財

産とする現物出資より行われるため、金銭による払込みはありません。

 

(3) 【申込取扱場所】

 

店名 所在地

モリ工業株式会社　本店 大阪府河内長野市楠町東1615番地
 

 

(4) 【払込取扱場所】

 

店名 所在地

― ―
 

(注)　譲渡制限付株式取得の出資財産とすることを条件に支給された金銭債権を出資財産とする現物出資の方法によ

るため、該当事項はありません。

 

３ 【株式の引受け】

該当事項はありません。

 

４ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

― 450,000 ―
 

(注) １．金銭以外の財産の現物出資の方法によるため、金銭による払込みはありません。

２．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

３．発行諸費用の概算額の内訳は、有価証券届出書作成費用等であります。

 

(2) 【手取金の使途】

当社は、平成31年３月15日の取締役会において、当社の従業員及び当社子会社の従業員に対する中長期的なイン

センティブの付与及び株主価値の共有を目的として、本制度の導入を決議いたしました。

上記決定を受け、本自己株式処分は、本制度に基づき支給された金銭債権を出資財産とする自己株式の処分とし

て行われるものであり、金銭による払込みはありません。

 

第２ 【売出要項】

　

該当事項はありません。

 
第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

　

EDINET提出書類

モリ工業株式会社(E01315)

有価証券届出書（組込方式）

 4/14



該当事項はありません。

 
第４ 【その他の記載事項】

 

該当事項はありません。

 

第二部 【公開買付けに関する情報】

 

第１ 【公開買付けの概要】

 

該当事項はありません。

 
第２ 【統合財務情報】

 

該当事項はありません。

 
第３ 【発行者(その関連者)と対象者との重要な契約】

 

該当事項はありません。
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第三部 【追完情報】

　

第１　事業等のリスクについて
後記「第四部組込情報」の有価証券報告書(第76期事業年度)及び四半期報告書(第77期第３四半期)(以下「有価証券報

告書等」といいます。)に記載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書等の提出日以後本有価証券届出

書提出日(平成31年３月15日)までの間において生じた変更その他の事由はありません。また、当該有価証券報告書等に

は将来に関する事項が記載されていますが、当該事項は本有価証券届出書提出日(平成31年３月15日)現在において変更

の必要はなく、また新たに記載すべき将来に関する事項もないと判断しております。

 

第２　臨時報告書の提出
後記「第四部組込情報」の有価証券報告書(第76期事業年度)の提出日以後、本有価証券届出書提出日(平成31年３月15

日)までの間において金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２

の規定に基づき、平成30年６月29日に臨時報告書を関東財務局長に提出しております。

その内容は下記の通りです。

 

(平成30年6月29日提出臨時報告書)

１　提出理由

当社は、平成30年６月27日の定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条の

５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本報告書を提出するも

のであります。

 

２　報告内容

(1) 株主総会が開催された年月日

平成30年６月27日

 

(2) 決議事項の内容

第１号議案　剰余金処分の件

(1) 株主に対する剰余金の配当に関する事項及びその総額

１株につき金30円　総額238,484,610円

(2) 効力発生日

平成30年６月28日

第２号議案　取締役(監査等委員である取締役を除く。)９名選任の件

森宏明、濵﨑貞信、松本秀彦、浅野弘明、森信司、中西正人、桝田克彦、竹谷佳久及び元山耕一

を取締役(監査等委員である取締役を除く。)として選任する。

第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

小池裕樹、林修一及び岩崎泰史を監査等委員である取締役として選任する。

第４号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

森島憲治を補欠の監査等委員である取締役に選任する。
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(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件

並びに当該決議の結果

 

決議事項
賛成数
(個)

反対数
(個)

棄権数(個) 可決要件
決議の結果及び賛

成割合(％)

第１号議案
剰余金の処分の件

67,818 269 42 (注)１ 可決 98.15

第２号議案
取締役(監査等委員で
ある取締役を除く。)
９名選任の件

   (注)２   

森 宏 明 67,248 839 42  可決 97.32

濵 﨑 貞 信 67,938 149 42  可決 98.32

松 本 秀 彦 67,938 149 42  可決 98.32

浅 野 弘 明 67,938 149 42  可決 98.32

森 信 司 67,938 149 42  可決 98.32

中 西 正 人 67,938 149 42  可決 98.32

桝 田 克 彦 67,938 149 42  可決 98.32

竹 谷 佳 久 67,938 149 42  可決 98.32

元 山 耕 一 67,938 149 42  可決 98.32

第３号議案
監査等委員である取
締役３名選任の件

   (注)２   

小 池 裕 樹 55,465 12,622 42  可決 80.27

林 修 一 68,033 54 42  可決 98.46

岩 崎 泰 史 68,067 20 42  可決 98.51

第４号議案
補欠の監査等委員で
ある取締役１名選任
の件

   (注)２   

森 島 憲 治 68,007 80 42  可決 98.42
 

(注) １．出席した株主の議決権の過半数の賛成による。

２．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議

決権の過半数の賛成による。

３．比率の算定にあたっては、意思表示を無効とした事前行使分についても出席株主の議決権の数に算入してお

ります。

 

(4) 株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主のうち賛否に関して確認できたものを合計したことに

より、決議事項の可決又は否決が明らかになったため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確

認ができていない議決権数は加算しておりません。
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第３　自己株式の取得状況等について
後記「第四部 組込情報」に記載の有価証券報告書(第76期)の提出日以後、本有価証券届出書提出日(平成31年３月15

日)までの間において、下記の自己株券買付状況報告書を提出しております。

 

(平成30年11月８日提出自己株券買付状況報告書)

株式の種類　普通株式

１ ［取得状況］

(1) ［株主総会決議による取得の状況］

該当事項はありません。

 

(2) ［取締役会決議による取得の状況］

  平成30年10月31日現在

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成30年10月31日)での決議状況
(取得期間平成30年11月１日～平成30年11月30日)

120,000 300,000,000

報告月における取得自己株式(取得日) ―月―日 ― ―

計 ― ― ―

報告月末現在の累計取得自己株式 ― ―

自己株式取得の進捗状況(％) 0.0 0.0
 

 

２ ［処理状況］

該当事項はありません。

 

３ ［保有状況］

 平成30年10月31日現在

報告月末日における保有状況 株式数(株)

発行済株式総数 7,949,580

保有自己株式数 253
 

 

(平成30年12月７日提出自己株券買付状況報告書)

株式の種類　普通株式

１ ［取得状況］

(1) ［株主総会決議による取得の状況］

該当事項はありません。
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(2) ［取締役会決議による取得の状況］

  平成30年11月30日現在

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成30年10月31日)での決議状況
(取得期間平成30年11月１日～平成30年11月30日)

120,000 300,000,000

報告月における取得自己株式(取得日) 11月１日 14,300 41,851,500

 11月２日 13,900 41,373,200

 11月５日 20,100 60,526,900

 11月６日 8,000 24,549,500

 11月７日 15,500 48,558,000

 11月８日 8,500 27,185,000

 11月９日 17,100 54,982,000

 11月12日 100 317,500

 11月13日 200 599,800

計 ― 97,700 299,943,400

報告月末現在の累計取得自己株式 97,700 299,943,400

自己株式取得の進捗状況(％) 81.4 100.0
 

 

２ ［処理状況］

該当事項はありません。

 

３ ［保有状況］

 平成30年11月30日現在

報告月末日における保有状況 株式数(株)

発行済株式総数 7,949,580

保有自己株式数 98,001
 

 

第四部 【組込情報】

　

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
(第76期)

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

平成30年６月28日
関東財務局長に提出

四半期報告書
事業年度

(第77期第３四半期)
自　平成30年10月１日
至　平成30年12月31日

平成31年２月８日
関東財務局長に提出

 

なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(ＥＤＩＮＥＴ)を使用して

提出したデータを、開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について(電子開示手続等ガイドラ

イン)Ａ４－１に基づき、本有価証券届出書の添付書類としております。

 

EDINET提出書類

モリ工業株式会社(E01315)

有価証券届出書（組込方式）

 9/14



 

第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

第六部 【特別情報】

 
第１ 【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

平成30年６月28日

モリ工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 坂　　井　　俊　　介 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 德　　永　　陽　　一 ㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるモリ工業株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、モ

リ工業株式会社及び連結子会社の平成30年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、モリ工業株式会社の平成30年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、モリ工業株式会社が平成30年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象に含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

平成30年６月28日

モリ工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 坂　　井　　俊　　介 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 德　　永　　陽　　一 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるモリ工業株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第76期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、モリ工

業株式会社の平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
　

 

※１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象に含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成31年２月８日

モリ工業株式会社

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 仲　　　　　昌　　彦 ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 福　　竹　　　　　徹 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているモリ工業株式会

社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、モリ工業株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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